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１．問題意識 

• 小売業の競争優位の源泉 
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小売業は 

立地産業
である 

売上は 

すべてを癒す 
お店はパートさん、
アルバイトさんに
支えられている 

今回は、店頭従業員に着目 



２．研究動向と概念枠組み 

• 研究動向・位置づけ 
– ビジネスモデル、CRM、SCM、競争戦略、HRM、OB、
サービス・マーケティング、リテール・マネジメント・・・ 

– 小売業の競争優位を、組織行動研究の知見に基づ
いて検討する 

• 概念枠組み 
– 店頭従業員の個人スキルが店の魅力向上に貢献 

– 個人スキルは個人・集団・外部から影響を受ける 

個人スキル 

集団要因 

個人要因 

外部要因 
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３．方法 

• 調査対象 
– 中堅食品スーパー（業績好調、阪神間でチェーン展開） 

– 21店舗の店頭従業員（正社員） 

• 方法 
– 質問票調査 

– 2013年6月に実施 

– 本部⇒店長⇒調査対象者 

– 有効回答数＝228票（欠損値等はリストワイズ削除） 

• 手続き 
– 標本間の独立性を確認⇒OLSによる回帰分析 

– データが階層的である可能性 
ex.店舗という集団にネストされている 

ex.立地という地理的特性にネストされている 
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３．方法 

次元 変数 詳細 出所 

従属変数 個人 
スキル 

対応力 α=.848（4項目） ヒアリング 

顧客理解力 α=.757（3項目） 同上 

独立変数 個人要因 学習意欲 α=.836（3項目） ヒアリング 

組織コミットメント α=.852（3項目） 鈴木(2002) 

集団要因 チームワーク α=.860（4項目） 堀・山本・松井(1994) 

学習風土 α=. 834（4項目） Cameron et al.(1999) 

組織サポート α=. 896（3項目） 田中(2004) 

外部要因 立地 α=.880（4項目） 三好(2000)、横山(2006)、ヒアリング 

競争 α=.764（3項目） 同上 

統制変数 属性 性別 男78.9%女21.1% 

年代 20代58.3%30代
41.2%40代0.4% 

在籍期間 平均69.1ヵ月 
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• 測定尺度 



３．方法 

• 分析モデル 
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外部要因 

個人スキル 

集団要因 

個人要因 

チームワーク 
学習風土 
組織サポート 

学習意欲 
組織コミットメント 

立地 
競争 

対応力 
顧客理解力 



４．結果：重回帰分析 

• 重回帰分析の結果 
  従属変数 

  対応力 顧客理解力 
モデル1-1 モデル1-2 モデル1-3 モデル2-1 モデル2-2 モデル2-3 

性別 0.07+ 0.07 0.07 -0.10 -0.12+ -0.10 

年代 -0.10 -0.09 0.12+ -0.04 -0.03 -0.08 

在籍期間 0.15 0.15* 0.17* 0.05 0.05 0.05 

立地 0.16** 0.16** 0.17** 0.11+ 0.12+ 0.12+ 

競争 -0.10+ -0.10 + 0.08 -0.10 -0.09 -0.09 

チームワーク 0.04 0.02 0.06 -0.01 -0.02 -0.02 

学習風土 0.10 0.12 0.08 0.27** 0.28** 0.27** 

組織サポート -0.15* -0.14+ 0.19* -0.02 -0.02 -0.10 

学習意欲 0.59** 0.58** 0.56** 0.14+ 0.10 0.14+ 

組織コミットメント 0.03 0.02 0.09 0.11 0.12 0.20* 

立地×チームワーク 0.15+   0.07 

立地×学習 -0.08   0.00 

立地×組織サポート -0.02   0.03 

立地×学習意欲 -0.08   -0.17* 

立地×組織コミットメント 0.00   0.02 

競争×チームワーク   .070 -0.22* 

競争×学習   0.06 0.06 

競争×組織サポート   0.00 -0.07 

競争×学習意欲   0.20* 0.24** 

競争×組織コミットメント   0.12 0.03 

調整済みR2 0.386 0.383 0.403 0.143 0.142 0.185 

Ｆ値 15.276** 10.375** 11.20** 4.785** 3.495** 4.436** 

数値は標準化偏回帰係数 

+p<0.10 *p<0.05 **p<0.01 

N=228 7 



４．結果：交互効果（対応力） 

• 対応力は、 
– 好立地＝チームワークが高いほど高くなる（p.<.10） 
– 悪立地＝チームワークが高いほど低くなる（同上） 
– 競争が激しいほうが、学習意欲の高低に強く依存する（p.<.05） 

8 



４．結果：交互効果（知識-1：立地） 

• 顧客理解力は、 
–好立地＝学習意欲の高低とは関係がない（p.<.05） 

–悪立地＝学習意欲が高くなるほど、高くなる（同上） 
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４．結果：交互効果（知識-2：競争） 

• 顧客理解力は、 
– 競争が激しい場合、 

• チームワークが高くなるほど下がり（p.<.05）、 
• 学習意欲が高くなるほど上がる（p.<.01） 

– 競争が緩やかな場合、 

• チームワークが高くなるほど上がり（ p.<.05 ）、 
• 学習意欲の高低とはあまり関係がない（ p.<.01 ） 10 
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５．考察 

• いくつかの（不思議な）結果 
– 対応力に関して 

•立地がよくない店の場合、チームワークが上が
るほど、対応力が下がる（馴れ合い？） 

– 顧客理解力に関して 

•立地がよい店の場合、学習意欲が高くても、顧
客理解力は上がらない（油断？） 

•競争が激しい店の場合、チームワークが高い
ほど、顧客理解力が下がる（組織的な競争マイ
オピア？） 

•競争がゆるやかな店の場合、学習意欲が高く
ても、顧客理解力は上がらない（油断？） 
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５．考察 

• 貢献 

–小売業者の競争優位実現の一端を考察 

–組織行動論の知見を援用 

–分析手続き（ネストデータの扱い、尺度開発） 

 

• 今後の課題 

–店舗全体や店頭の各要素（陳列、サービス等）に
対する「顧客満足」との関係の解明（データ取得
済み） 

–店頭従業員のスキル向上メカニズムの解明 
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